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要要旨旨  
 本研究では、2008～2024年度の初年次教育学会大会（第 1回～第 17回）における自由研究発
表を分析し、大学における正課外学習支援の展開構造を明らかにする。発表 95件を抽出し、内容
を 12分類で整理した結果、学習支援は（1）学力補完を目的とする「補完的支援」から、（2）学
習行動や自己調整を支える「協働的支援」へ、さらに（3）教職学が連携して全学生を支える「包
括的支援」へと展開してきたことが示された。特に、学習支援センターやピア・サポートの整備

を経て、学習支援は個別的取組から組織的機能へと転換し、現在では、教学 IR・FD・アカデミッ
ク・アドバイジング体制と接続しながら教育改善サイクルの一部として定着しつつある。以上よ

り、学習支援は、学力補完にとどまらず、学習文化の形成と教育の質保証を担う制度的・文化的

基盤へと発展していることが明らかとなった。 
 
キキーーワワーードド  学学習習支支援援、、初初年年次次教教育育、、補補完完的的支支援援、、協協働働的的支支援援、、包包括括的的支支援援  ／／  LLeeaarrnniinngg  SSuuppppoorrtt,,  
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11..  ははじじめめにに  
近年、大学における学習支援は、初年次教育の

展開とともにその重要性を増している。少子化や

学生層の多様化、学習習慣の未形成など、学士課

程教育を取り巻く環境が大きく変化する中で、学

習意欲や自己調整学習を支援する多層的な取り組

みが求められている（中央教育審議会、2025）。こ
うした状況のもと、大学は正課内の授業改善だけ

でなく、正課外や準正課における個別支援や集団

支援、ピア・サポートなどを通して、学生一人ひ

とりの学びを支える包括的な支援体制を整備して

きた（清水・中井、2022）。 
 日本の初年次教育においては、学習スキルの補

完や基礎学力の定着を目的とした支援から出発し、

近年では動機づけや自己理解の促進、学習共同体

の形成など、情意的・社会的側面を含む支援へと

発展してきたことが指摘されている（清水・中井、

2022）。この背景には、中央教育審議会（2025）
の「知の総和」答申が掲げるように、学生の多様

化に対応しながら主体的な学びを促す教育環境の

再設計が求められていることがある。学習支援の

概念は、もはや特定の困難を抱える学生への補完

的支援にとどまらず、すべての学生の成長を支え

る教育的営為として再定義されつつある。 
 こうした再定義の過程を検討するためには、各

大学における個別の実践報告を超えて、全国的な

動向を俯瞰的に把握することが不可欠である。学

習支援は大学ごとの文脈や組織文化に根差して行

われるため、その全体像は断片的な情報からでは

見えにくい。各大学がどのような課題意識のもと
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に、どの層の学生に、どのような支援を行ってき

たのかを整理することは、支援の理念や制度文化

の変遷を明らかにするうえで重要である。特に、

全国的な学会発表や公開資料を通じて実践の蓄積

を客観的に分析する試みは限られており、俯瞰的

な整理を行う意義は大きい。 
一方で、学習支援に関する実践は授業改善や学

生支援の現場で行われる日常的な取り組みであり、

その多くは学内事情に密接に関わっている。また

教育活動の一環である学習支援の性質上、研究目

的で実験・試行されるものではなく、教育実践の

過程を記述する形で発表されることが多い。その

ため、学術論文として体系的にまとめられる機会

が少なく、大学教育における学習支援の豊富な知

見の多くは、むしろ学会での発表や実践報告に蓄

積されている。初年次教育学会大会の自由研究発

表は、こうした現場発の知見が集積する代表的な

場であり、全国の大学教職員が学内実践を共有し

合う場として機能してきた。その要旨集は学習支

援の動向を把握する上で貴重な資料群といえる。

したがって、これらの発表を学習支援の観点から

体系的に整理・分析することにより、大学におけ

る学習支援の実践的系譜を明らかにすることがで

きると考えられる。 
 本研究は、『初年次教育学会大会要旨集』に収録

された発表のうち、大学生を対象とした正課外の

学習支援に関する「自由研究発表」を抽出し、そ

の内容を体系的に整理・分析することを目的とす

る。分析にあたっては、清水・中井（2022）が提
示する学習支援の分類枠組みを参照し、発表内容

を 12 のカテゴリに分類する。さらに、発表件数
の推移や内容の変化を通して、初年次教育におけ

る学習支援の実践がどのように拡張・再定位され

てきたかを明らかにする。 
 本研究の意義は、初年次教育における学習支援

の変遷を、全国的な実践記録の集積を通して俯瞰

的に示し、その背後にある支援観の変化を明確に

する点にある。学習支援が基礎学力の補完や学習

スキルの習得にとどまらず、学生の自律的学習や

関係性の構築を支える営為へと展開していること

を実証的に示すことで、今後の支援のあり方を再

考する手がかりを提供することを目指す。その一

歩として、初年次教育における学習支援を主な対

象とする。 
本研究で初年次教育学会大会の自由研究発表を

分析対象としたのは、それが大学における学習支

援実践の知見の主要な蓄積の場であるためである。

自由研究発表では、各大学の実情や課題を背景に

行われる教育実践の報告がなされており、教育改

善のプロセスを共有する性格をもつ。そのため、

個別大学の内部報告や論文では把握しきれない多

様な支援の実態を可視化することができる。 
 
22..  方方法法  
22..11..  分分析析対対象象  
 本研究では、初年次教育学会大会における自由

研究発表のうち、大学生を対象とした正課外の学

習支援に関する発表を分析対象とした。初年次教

育学会大会は、2008年の第1回大会以降、年 1回
開催されており、「理論的研究や調査研究をはじめ

として，各学問領域や各教育機関における初年次

教育の実践・事例研究，海外における初年次教育

の研究・実践動向等の紹介などを通じて，高等教

育関係者の情報交換と研究・実践交流の場」（初年

次教育学会、2007）として、教育・学習支援に関
わる多様な研究・発表が行われている。自由研究

発表は、「初年次教育に関連する理論的研究または

実践的研究の発表を行う」場（初年次教育学会、

2025）であり、学士課程教育・授業デザイン・ス
タディスキル養成・高大接続などに関する実践報

告を中心に、現場教職員による教育実践の知見が

豊富に蓄積されている。 
 分析対象としたのは、第1回（2008年度）から
第 17回（2024年度）までの 17年間の大会要旨
集に掲載された自由研究発表計 701件である。そ
のうち、入学前教育を含む大学生を対象とした発

表の中から、正課外で実施されている学習支援に

関する内容と判断できるものを筆者らで抽出した。

学習支援・学修支援・支援の語をキーワードとし

て検索し、内容確認を行った上で、該当する発表
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に、どの層の学生に、どのような支援を行ってき

たのかを整理することは、支援の理念や制度文化

の変遷を明らかにするうえで重要である。特に、

全国的な学会発表や公開資料を通じて実践の蓄積

を客観的に分析する試みは限られており、俯瞰的

な整理を行う意義は大きい。 
一方で、学習支援に関する実践は授業改善や学

生支援の現場で行われる日常的な取り組みであり、

その多くは学内事情に密接に関わっている。また

教育活動の一環である学習支援の性質上、研究目

的で実験・試行されるものではなく、教育実践の

過程を記述する形で発表されることが多い。その

ため、学術論文として体系的にまとめられる機会

が少なく、大学教育における学習支援の豊富な知

見の多くは、むしろ学会での発表や実践報告に蓄

積されている。初年次教育学会大会の自由研究発

表は、こうした現場発の知見が集積する代表的な

場であり、全国の大学教職員が学内実践を共有し

合う場として機能してきた。その要旨集は学習支

援の動向を把握する上で貴重な資料群といえる。

したがって、これらの発表を学習支援の観点から

体系的に整理・分析することにより、大学におけ

る学習支援の実践的系譜を明らかにすることがで

きると考えられる。 
 本研究は、『初年次教育学会大会要旨集』に収録

された発表のうち、大学生を対象とした正課外の

学習支援に関する「自由研究発表」を抽出し、そ

の内容を体系的に整理・分析することを目的とす

る。分析にあたっては、清水・中井（2022）が提
示する学習支援の分類枠組みを参照し、発表内容

を 12 のカテゴリに分類する。さらに、発表件数
の推移や内容の変化を通して、初年次教育におけ

る学習支援の実践がどのように拡張・再定位され

てきたかを明らかにする。 
 本研究の意義は、初年次教育における学習支援

の変遷を、全国的な実践記録の集積を通して俯瞰

的に示し、その背後にある支援観の変化を明確に

する点にある。学習支援が基礎学力の補完や学習

スキルの習得にとどまらず、学生の自律的学習や

関係性の構築を支える営為へと展開していること

を実証的に示すことで、今後の支援のあり方を再

考する手がかりを提供することを目指す。その一

歩として、初年次教育における学習支援を主な対

象とする。 
本研究で初年次教育学会大会の自由研究発表を

分析対象としたのは、それが大学における学習支

援実践の知見の主要な蓄積の場であるためである。

自由研究発表では、各大学の実情や課題を背景に

行われる教育実践の報告がなされており、教育改

善のプロセスを共有する性格をもつ。そのため、

個別大学の内部報告や論文では把握しきれない多

様な支援の実態を可視化することができる。 
 
22..  方方法法  
22..11..  分分析析対対象象  
 本研究では、初年次教育学会大会における自由

研究発表のうち、大学生を対象とした正課外の学

習支援に関する発表を分析対象とした。初年次教

育学会大会は、2008年の第1回大会以降、年 1回
開催されており、「理論的研究や調査研究をはじめ

として，各学問領域や各教育機関における初年次

教育の実践・事例研究，海外における初年次教育

の研究・実践動向等の紹介などを通じて，高等教

育関係者の情報交換と研究・実践交流の場」（初年

次教育学会、2007）として、教育・学習支援に関
わる多様な研究・発表が行われている。自由研究

発表は、「初年次教育に関連する理論的研究または

実践的研究の発表を行う」場（初年次教育学会、

2025）であり、学士課程教育・授業デザイン・ス
タディスキル養成・高大接続などに関する実践報

告を中心に、現場教職員による教育実践の知見が

豊富に蓄積されている。 
 分析対象としたのは、第1回（2008年度）から
第 17回（2024年度）までの 17年間の大会要旨
集に掲載された自由研究発表計 701件である。そ
のうち、入学前教育を含む大学生を対象とした発

表の中から、正課外で実施されている学習支援に

関する内容と判断できるものを筆者らで抽出した。

学習支援・学修支援・支援の語をキーワードとし

て検索し、内容確認を行った上で、該当する発表

95件を特定した。 
 初年次教育学会大会の自由研究発表を分析対象

とした理由は、学習支援の実践がしばしば大学の

内部事情や制度的背景に基づいており、一般に論

文化が難しいためである。多くの支援実践は、研

究目的のために設計された実験的なものではなく、

現場の課題に対応する形で展開されている。その

ため、学術誌よりも個々の大学の紀要や内部報告、

学会発表の形式で報告されることが多く、大学現

場における支援実践の系譜を把握するには、自由

研究発表の内容を体系的に整理することが有効で

ある。初年次教育学会は、こうした現場発の知見

が継続的に集積される代表的な全国的学会であり、

当該学会の自由研究発表は、大学教育における学

習支援の動向を把握する上で適切なデータソース

といえる。 
 
22..22..  抽抽出出おおよよびび分分類類のの手手続続きき  
 発表の抽出にあたっては、2 名の研究者による
ダブルチェックを行い、抽出基準の客観性を担保

した。まず、一次抽出では、初年次教育学会のウ

ェブサイトから、各大会の要旨集の PDF データ
を入手し、タイトル・要旨・キーワード・本文の

いずれかに「学習支援」「学修支援」「支援」とい

う語を含む発表を機械的に抽出した。次に、二次

抽出では、各発表の内容を精読し、以下の基準に

合致するものを選定した。 
対象：大学生（入学前教育を含む）を対象とす

ること 
内容：正課外で展開される学習支援に関する実

践を含むものであること 
目的：学習の促進や学びの支援に関連するもの

であること 
授業設計や授業内の SA活用、カリキュラム設
計に関するような正課を対象とした発表や、大学

生の心理や発達等のみに関する研究は除外し、学

習支援センター、ピア・サポート、入学前教育プ

ログラムなどによる、正課外の活動を扱う発表の

みを最終的に採用した。抽出過程では、曖昧な事

例について研究者間で協議を行い、合意形成を経

て判断した。 
 分類の枠組みは、清水・中井（2022）が提示す
る学習支援の内容を参考に設定した。具体的には、

①入学前教育、②入学時ガイダンス・入学時研修、

③履修相談、④スタディスキル・アカデミックス

キル支援、⑤ライティング支援、⑥リメディアル

教育、⑦外国語教育、⑧ピア・サポート、⑨成績

不振対応・中退予防、⑩環境整備・構築、⑪LMS
活用、⑫その他、の12カテゴリを設定した。各発
表を内容に基づきいずれかのカテゴリに分類し、

分類結果を年度別に整理した。また、複数の観点

を含む発表については、内容に応じて複数カテゴ

リに重複して分類した。例えば「ピア・サポータ

ーを活用した入学前教育」の発表は、「①入学前教

育」と「⑧ピア・サポート」に同時に分類した。 
 
22..33..  分分析析手手順順  
 分析は、（1）件数の推移と割合の分析、（2）カ
テゴリ別発表数の推移分析、（3）時期別分析とカ
テゴリ間の共起分析の3段階で行った。 
（1）件数の推移と割合の分析では、各大会にお
ける自由研究発表全体の件数および学習支援関連

発表件数を集計し、両者の比率を算出した。これ

により、学習支援発表が大会全体に占める割合の

経年変化を把握した。 
（2）カテゴリ別発表数の推移分析では、12の
分類ごとに年度別件数を整理し、学習支援の重点

領域の変化を検討した。特に、初期に多かった学

力補完型の支援から、近年の協働的・自律的支援

への移行過程に着目した。 
（3）時期別分析と共起分析では、発表年度を3
期（2008〜2013年度、2014〜2019年度、2020〜
2024年度）に区分し、主要カテゴリの件数変化を
比較した。また、1 件の発表内で複数カテゴリに
該当した場合を共起として扱い、カテゴリ間の共

起パターンを集計した。これにより、学習支援が

どのような組み合わせで実施されているか、支援

の複合性・接続性の傾向を明らかにした。 
データ整理と集計・可視化にはMicrosoft Excel
を用い、件数・比率・共起ペア数を算出した。 
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22..44..  倫倫理理的的配配慮慮  
 本研究は、公開情報として入手可能な大会要旨

集を用いた二次分析であり、特定の個人・学生・

教職員を対象とする情報を扱っていない。したが

って、「関西大学における人を対象とする研究に関

する倫理規程」の対象外である。 
 
33..  結結果果  
33..11..  発発表表件件数数のの推推移移 
初年次教育学会大会における自由研究発表全体

の件数および、学習支援関連発表件数の推移を図

1に示す。第 1回大会（2008年度）以降、コロナ
禍の前（第12回大会：2019年度）まで、自由研
究発表はおおむね 40〜60 件で推移しており、全
体として安定した発表数が維持されてきた。これ

に対し、学習支援関連の発表件数は、第 1回大会
（2008年度）ではわずか 2件だったものの、第3
回大会では 10件となり、コロナ禍前の第12回大
会（2019年度）までは 4件～10件の間で安定的
に推移している。コロナ禍以降となる第 13 回大
会（2020年度）以降は、自由研究発表全体の発表
件数が落ち込むに伴い、学習支援に関連する発表

数も減少しているものの、総件数の減少の程度か 
 

らすれば、発表件数が維持されたまま推移してい

るとも捉えられる。 
 大会全体の発表件数に占める割合でみると、学

習支援関連発表は概ね 10〜20％前後を維持して
おり、第 13回大会（2020年度）以降のコロナ禍
においても大きな減少はみられなかった。むしろ、

コロナ禍以降、自由研究発表全体の件数が一時的

に減少した一方で、学習支援関連の割合は相対的

に上昇している。急速な教育環境の変化のもとで

は、正課におけるコロナ禍対応だけでなく、正課

外における学習支援の現場でもオンライン化等の

コロナ禍対応が行われた様子が報告されている。

正課の学びを止めないだけでなく、正課外におい

ても学習支援の実践を止めないようにするための

報告がされており、すでに学習支援が大学教育に

根付いていることが窺える。 
 これらの結果から、初年次教育学会における学

習支援研究は、第 1回大会から継続的に展開され
ており、大学教育における初年次教育と並行して

学習支援が定着してきたことが確認できる。 
 

33..22..  カカテテゴゴリリ別別のの件件数数推推移移  
 抽出した95件の発表を12のカテゴリに分類し 
 

図 1 総発表件数と正課外学習支援関連発表数及び各大会の発表総件数に対する割合 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 
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22..44..  倫倫理理的的配配慮慮  
 本研究は、公開情報として入手可能な大会要旨

集を用いた二次分析であり、特定の個人・学生・

教職員を対象とする情報を扱っていない。したが

って、「関西大学における人を対象とする研究に関

する倫理規程」の対象外である。 
 
33..  結結果果  
33..11..  発発表表件件数数のの推推移移 
初年次教育学会大会における自由研究発表全体

の件数および、学習支援関連発表件数の推移を図

1に示す。第 1回大会（2008年度）以降、コロナ
禍の前（第12回大会：2019年度）まで、自由研
究発表はおおむね 40〜60 件で推移しており、全
体として安定した発表数が維持されてきた。これ

に対し、学習支援関連の発表件数は、第 1回大会
（2008年度）ではわずか 2件だったものの、第3
回大会では 10件となり、コロナ禍前の第12回大
会（2019年度）までは 4件～10件の間で安定的
に推移している。コロナ禍以降となる第 13 回大
会（2020年度）以降は、自由研究発表全体の発表
件数が落ち込むに伴い、学習支援に関連する発表

数も減少しているものの、総件数の減少の程度か 
 

らすれば、発表件数が維持されたまま推移してい

るとも捉えられる。 
 大会全体の発表件数に占める割合でみると、学

習支援関連発表は概ね 10〜20％前後を維持して
おり、第 13回大会（2020年度）以降のコロナ禍
においても大きな減少はみられなかった。むしろ、

コロナ禍以降、自由研究発表全体の件数が一時的

に減少した一方で、学習支援関連の割合は相対的

に上昇している。急速な教育環境の変化のもとで

は、正課におけるコロナ禍対応だけでなく、正課

外における学習支援の現場でもオンライン化等の

コロナ禍対応が行われた様子が報告されている。

正課の学びを止めないだけでなく、正課外におい

ても学習支援の実践を止めないようにするための

報告がされており、すでに学習支援が大学教育に

根付いていることが窺える。 
 これらの結果から、初年次教育学会における学

習支援研究は、第 1回大会から継続的に展開され
ており、大学教育における初年次教育と並行して

学習支援が定着してきたことが確認できる。 
 

33..22..  カカテテゴゴリリ別別のの件件数数推推移移  
 抽出した95件の発表を12のカテゴリに分類し 
 

図 1 総発表件数と正課外学習支援関連発表数及び各大会の発表総件数に対する割合 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 
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た結果を表 1に示す。もっとも多かったのは「④
スタディスキル・アカデミックスキル支援」（34件）
であり、次いで「①入学前教育」（28 件）、「⑥リ
メディアル教育」（22件）、「②入学時ガイダンス・
入学時研修」（20件）、「⑧ピア・サポート」（18件）、

「⑨成績不振対応・中退予防」（18 件）の順とな
った。これらはいずれも、大学での学びに必要な

スキルの形成や学力補完、学習行動の定着など、

初年次段階における学習基盤の構築に関わる支援

である。 
 

表 1 学習支援関連発表の分類項目別件数（2008〜2024年度） 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 
分類 件数 主な内容・キーワード 

① 入学前教育 28  
入学準備学習プログラムの整備、学生コミュニティの形成、ゼ

ロセメスター、入学前合宿、高大接続、スクーリング、内部進

学生・年内入試合格者等へのプログラム 

② 
入学時ガイダンス・

入学時研修 
20  

オリエンテーション、ガイダンス、宿泊研修、学生相互のつな

がりづくり、不安の軽減、動機付け 

③ 履修相談 9  
履修に関する情報提供、履修に関する助言、履修の相談、履修

支援プログラム 

④ 

スタディスキル・ 
アカデミックスキル

支援 
34  

学習支援センターでの取組、学習ガイドブックの作成、講義の

聴き方、ノートの取り方、学習習慣形成、自己理解、学習態度・

姿勢の形成、学士力・社会適応力の育成 

⑤ ライティング支援 13  
レポートの書き方、「書く」ことの習慣づけ、ライティングに関

する個別面談、ライティングセンター・ライティングサポート

デスクでの支援、入学前日本語教育 

⑥ リメディアル教育 22  
数理基礎科目の課外学習支援、基礎学力定着、高校の学習への

立ち戻り、数理基礎教育における学修力向上、国語・英語のリ

メディアル教育 
⑦ 外国語教育 7  英語、第二外国語、英語基礎力アップ講座 

⑧ ピア・サポート 18  
大学生活や履修に関する相談、ピアリーダー、学生サポーター

によるキャンパスツアー、ピアとしての先輩学生の育成、スチ

ューデント・アシスタント（SA）の育成 

⑨ 
成績不振対応・ 
中退予防 

18  
成績不振学生対象のアドバイザリー、成績不振者面談、フォロ

ーアッププログラム、学習方法フローチャートの活用、修学指

導資料、成績不振者への個別支援 
⑩ 環境整備・構築 3  アクティブラーニング施設の設置、英語教育施設設置 

⑪ LMS活用 9  
学習データの一元管理と教員間の連携、e-learning の活用、e
ポートフォリオ支援システム、ビデオ会議システムの活用 

⑫ その他 34  

アカデミック・アドバイジング、学生協働学習組織の構築、学

習意欲向上、学習支援に付随する仲間づくり活動、ライフデザ

インを意識した学習支援、朝食勉強会（朝カフェ）、早期体験学

習、IRを生かした学習支援など 
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表 2 学習支援関連発表の分類項目別件数の推移 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 

年度（2000年代） ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24  

大会（回） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 計 

入学前教育  4 4 7   1   2 4   2 1 3  28 

入学時ガイダンス・入学時研修  2 2 1 2 3 1   1 2 1 2 2 1   20 

履修相談    3 2      3 1      9 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 1 1 3 3 2 4 2 5  1 3 3 1 3  1 1 34 

ライティング支援   1 4   1 1 1  1   1 1 2  13 

リメディアル教育  4 4 5 1  2 1 1 2    1   1 22 

外国語教育   1 4    1      1    7 

ピア・サポート    3  1   2 1 3 2  3 2  1 18 

成績不振対応・中退予防  3   1 2 1 3 3 1  4      18 

環境整備・構築      1  1      1    3 

LMS 活用  1 1       2 2 1 1 1    9 

その他 1 4 5 3 2 3 3 3  1 1 2  2 2 1 1 34 

（件） 
※件数が多いほど背景色を濃い色にしている 

 
 一方、「⑤ライティング支援」（13件）や「⑪LMS
活用」（9件）、「⑩環境整備・構築」（3件）は比較
的少数であり、ICT活用型支援や学習空間の整備
に関する実践報告は初年次教育学会においては限

定的であることが示唆される。また、「⑫その他」

には、入学時の不安解消や大学への動機付け、学

習支援に付随する仲間づくり活動、将来展望など

のライフデザインを意識した学習支援活動など複

数の要素を含む実践がみられた。時系列でみると、

初期（第1〜6回大会）には「入学前教育」「リメ
ディアル教育」など学力補完的支援が中心であり、

第 7回大会以降、「ピア・サポート」「スタディス
キル・アカデミックスキル支援」など、学生主体・

協働的学習を重視する支援が増加した（表 2）。第
13回大会（2020年度）以降は、「オンラインによ
る入学時ガイダンス」など、デジタル環境を活用

した支援が複数報告されており、コロナ禍を契機

とした支援形態の多様化が確認できた。 
 このように、学習支援は単なる補完的機能から、

学習共同体の形成を含む包括的な支援へと展開し

ていることが明らかとなった。 
 
33..33..  時時期期別別のの傾傾向向（（22000088––22001133／／22001144––22001199／／
22002200––22002244））  
 発表年度を 3期（2008–2013年度、2014–2019
年度、2020–2024年度）に区分して分析した結果、
学習支援の内容に変化がみられた（表 3）。 
 2008〜2013年度の第 1期は、「入学前教育」（15
件）「リメディアル教育」（14 件）「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援」（14 件）が中心で
あり、発表件数も多い。これらの支援は、大学入

学前後の学力差への対応や学習習慣の形成を目的

とした教員主導の補完的支援が主流であったと考

えられる。特に「入学前教育」と「リメディアル

教育」のカテゴリは同一発表内で共に該当する共

起例が多く、高大接続の観点から入学初期の学力

保証を重視する傾向が確認された。 
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表 2 学習支援関連発表の分類項目別件数の推移 
（出典：初年次教育学会（2008-2024）『大会要旨集』データより筆者作成） 

年度（2000年代） ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24  

大会（回） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 計 

入学前教育  4 4 7   1   2 4   2 1 3  28 

入学時ガイダンス・入学時研修  2 2 1 2 3 1   1 2 1 2 2 1   20 

履修相談    3 2      3 1      9 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 1 1 3 3 2 4 2 5  1 3 3 1 3  1 1 34 

ライティング支援   1 4   1 1 1  1   1 1 2  13 

リメディアル教育  4 4 5 1  2 1 1 2    1   1 22 

外国語教育   1 4    1      1    7 

ピア・サポート    3  1   2 1 3 2  3 2  1 18 

成績不振対応・中退予防  3   1 2 1 3 3 1  4      18 

環境整備・構築      1  1      1    3 

LMS 活用  1 1       2 2 1 1 1    9 

その他 1 4 5 3 2 3 3 3  1 1 2  2 2 1 1 34 

（件） 
※件数が多いほど背景色を濃い色にしている 

 
 一方、「⑤ライティング支援」（13件）や「⑪LMS
活用」（9件）、「⑩環境整備・構築」（3件）は比較
的少数であり、ICT活用型支援や学習空間の整備
に関する実践報告は初年次教育学会においては限

定的であることが示唆される。また、「⑫その他」

には、入学時の不安解消や大学への動機付け、学

習支援に付随する仲間づくり活動、将来展望など

のライフデザインを意識した学習支援活動など複

数の要素を含む実践がみられた。時系列でみると、

初期（第1〜6回大会）には「入学前教育」「リメ
ディアル教育」など学力補完的支援が中心であり、

第 7回大会以降、「ピア・サポート」「スタディス
キル・アカデミックスキル支援」など、学生主体・

協働的学習を重視する支援が増加した（表 2）。第
13回大会（2020年度）以降は、「オンラインによ
る入学時ガイダンス」など、デジタル環境を活用

した支援が複数報告されており、コロナ禍を契機

とした支援形態の多様化が確認できた。 
 このように、学習支援は単なる補完的機能から、

学習共同体の形成を含む包括的な支援へと展開し

ていることが明らかとなった。 
 
33..33..  時時期期別別のの傾傾向向（（22000088––22001133／／22001144––22001199／／
22002200––22002244））  
 発表年度を 3期（2008–2013年度、2014–2019
年度、2020–2024年度）に区分して分析した結果、
学習支援の内容に変化がみられた（表 3）。 
 2008〜2013年度の第 1期は、「入学前教育」（15
件）「リメディアル教育」（14 件）「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援」（14 件）が中心で
あり、発表件数も多い。これらの支援は、大学入

学前後の学力差への対応や学習習慣の形成を目的

とした教員主導の補完的支援が主流であったと考

えられる。特に「入学前教育」と「リメディアル

教育」のカテゴリは同一発表内で共に該当する共

起例が多く、高大接続の観点から入学初期の学力

保証を重視する傾向が確認された。 
 

表 3 主要カテゴリの時期別発表件数 
（出典：初年次教育学会（2008-2024） 
『大会要旨集』データより筆者作成） 

時期（年度） 

入
学
前
教
育 

ス
タ
デ
ィ
ス
キ
ル
・ 

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
ス
キ
ル
支
援 

リ
メ
デ
ィ
ア
ル
教
育 

ピ
ア
・
サ
ポ
ー
ト 

成
績
不
振
対
応
・ 

中
退
予
防 

Ｌ
Ｍ
Ｓ
活
用 

2008-2013 15 14 14 4 6 2 

2014-2019 7 14 6 8 12 5 

2020-2024 6 6 2 6 0 2 

 
 2014〜2019年度の第 2期では、「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援」（14 件）や「成績
不振対応・中退予防」（12件）、「ピア・サポート」
（8 件）に関する発表が増加した。学力やスキル
に加えて、学習意欲や行動変容を支援する実践が

報告されるようになり、支援の焦点が学習行動の

定着や継続的サポートへと広がった。この時期に

は、学習支援センターの整備やピア・サポート制

度の普及が進み、支援の担い手が教員から学生へ

と拡張した点も特徴的である。 
 2020〜2024年度の第 3期には、「ピア・サポー
ト」（6 件）「スタディスキル・アカデミックスキ
ル」（6 件）が引き続き一定数報告される一方、
「LMS活用」（2件）や「オンラインを用いた支
援」（カテゴリ外：3件）に関する発表が新たにみ
られた。コロナ禍を契機として、支援の実施形態

が対面中心からオンライン型へと変化し、支援環

境の柔軟性が高まった。一方で、「成績不振対応・

中退予防」に関する発表は減少し、2020年度以降
は報告がみられなかった。これは、支援対象が特

定の層から全学生へと拡大し、支援の枠組みが「救

済的」から「予防的・包括的」へと転換したこと

を反映していると考えられる。 
 以上の結果から、学習支援は時期とともに、（1）
補完的支援（2008–2013 年度）、（2）協働的支援
（2014–2019年度）、（3）包括的支援（2020–2024
年度）へと展開してきたことが明らかとなった。 
 

33..44..  カカテテゴゴリリのの共共起起パパタターーンン  
 学習支援に関する発表 95 件のうち、単一カテ
ゴリのみに該当した発表は少数であり、多くの発

表が複数のカテゴリに跨っていた。発表 1件あた
りの平均該当カテゴリ数は 2.2であり、支援の多
くが複合的に構成されていたことがわかる。これ

は、学習支援が単一の目的や方法に基づく活動で

はなく、複数の支援領域を組み合わせて展開され

ていることを示している。カテゴリ間の共起が特

に多く見られた組み合わせは以下の通りである

（表 4）。 
 

表 4 カテゴリ間の主な共起パターン 
（出典：初年次教育学会（2008-2024） 
『大会要旨集』データより筆者作成） 

主な共起ペア 件数 

入学前教育 × リメディアル教育 13 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 
× ピア・サポート 7 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 
×成績不振対応・中退予防 6 

入学時ガイダンス・入学時研修 
× ピア・サポート 6 

入学前教育 × ライティング支援 6 

スタディスキル・アカデミックスキル支援 
× リメディアル教育 5 

リメディアル教育 × 外国語教育 5 

ピア・サポート × 履修相談 5 

 
 カテゴリ間の共起が特に多くみられたのは、「入

学前教育 × リメディアル教育」「スタディスキ
ル・アカデミックスキル支援 × ピア・サポート」
「入学時ガイダンス・入学時研修 × ピア・サポー
ト」などである。前者は、入学前段階のプログラ

ムにおいて基礎学力補完を行う形態であり、高大

接続の文脈の中で学力形成を位置づける実践とし

てみられる。後者2つは、学生同士の学び合いを
支援の枠組みに組み込む実践であり、ピア・サポ
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ーターが学習スキルや学習行動の形成をチュータ

ー的に支える取り組みとして特徴づけられる。こ

れらの共起関係は、支援の内容と担い手、方法が

有機的に結びついていることを示している。さら

に、近年では LMSを活用した支援が登場し、オ
ンライン環境でのピア連携や教材提供を通して、

支援が時間的・空間的制約を超えて展開されるよ

うになっている。 
以上の共起関係から、学習支援は単発的な取組

ではなく、複数の支援機能・方法・内容・担い手

を融合して展開されていることが明らかとなった。

特に、入学前から初年次、さらには通年の学習支

援へと連続する形で設計されている点が特徴的で

ある。こうした共起の傾向は、学習支援が多面的

な目的をもって実施されていることを示しており、

その構造的な広がりについては次章で考察する。 
 

44..  考考察察  
44..11..  学学習習支支援援のの展展開開構構造造  
 本研究の結果から、初年次教育学会の発表から

見る学習支援実践は、この 17 年間で段階的な拡
張と再編を遂げてきたことが明らかとなった。第

1期（2008〜2013年度）には、「入学前教育」や
「リメディアル教育」といった学力補完的支援が

中心を占め、大学入学後の学習基盤を整える取り

組みが主流であった。この時期の支援は、個々の

学習到達度の差を埋め、大学教育への円滑な移行

を目的とした教員主導型の学力補完的支援として

位置づけられる。学習支援は授業外の補助的活動

が中心的で、制度的整備の初期段階にあったとい

える。 
 第 2期（2014〜2019年度）に入ると、学習支
援の対象・内容・担い手が多様化し、支援の焦点

が「学力の補完」から「学習の継続」「学び方の形

成」へと拡張した。表 3で示したように、「スタデ
ィスキル・アカデミックスキル支援」「ピア・サポ

ート」「成績不振対応・中退予防」などの発表が増

加し、学習支援センターやピア・サポート制度の

整備が進んだ。特にピア・サポートの広がりは、

学生が他者の学びを支援する主体として位置づけ

られる契機となり、支援の担い手が教員から学生

へと拡張した点に特徴がある。この時期には、支

援が個人の学力保証にとどまらず、学習行動や関

係性の支援へと展開し、学習共同体の形成を志向

する構造がみられる。 
 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍を
契機として、学習支援の形態に新たな変化が生じ

た。LMS の活用やオンライン型支援の報告が複
数みられ、学習支援が時間的・空間的制約を超え

て実施されるようになった。この時期の特徴は、

支援の機会保障の機運が高まり、学習環境全体に

埋め込まれるようになった点にある。支援の目的

は、特定の層を対象とした補助から、すべての学

生を支える包括的機能へと拡大した。学習支援が

大学教育の周縁的活動ではなく、学士課程教育を

構成する恒常的要素として定着してきたことがう

かがえる。 
 さらに、カテゴリ間の共起分析（表 4）からは、
学習支援の実践が、複数の支援領域を単に併置す

るのではなく、教育内容と支援方法、担い手を組

み合わせながら融合させて構成されていることが

明らかとなった。たとえば、「入学前教育 × リメ
ディアル教育」は、入学前プログラムの中で学力

補完を行うものであり、高大接続の取組として学

力形成を位置づけている実践である。また、「スタ

ディスキル・アカデミックスキル支援 × ピア・サ
ポート」は、ピア・サポーターがチューター的役

割を担い、学習スキルの涵養を支援する形態を示

している。これらの事例は、学習支援が教育課程

の前後をつなぐだけでなく、支援の担い手や方法

を柔軟に組み合わせることで、多層的な学習支援

環境を形成していることを示している。こうした

融合的支援の広がりは、学習支援が単なる補助的

活動であるといったかつての固定的な枠組みから

離れ、大学教育全体の中で横断的に機能する実践

へと展開していることを示唆する。 
 以上のように、初年次教育学会大会の自由研究

発表における学習支援から、（1）個別に学力補完
を行う「補完的支援」期、（2）協働的な支援が拡
充する「協働的支援」期、（3）支援が包括化し組
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ーターが学習スキルや学習行動の形成をチュータ

ー的に支える取り組みとして特徴づけられる。こ

れらの共起関係は、支援の内容と担い手、方法が

有機的に結びついていることを示している。さら

に、近年では LMSを活用した支援が登場し、オ
ンライン環境でのピア連携や教材提供を通して、

支援が時間的・空間的制約を超えて展開されるよ

うになっている。 
以上の共起関係から、学習支援は単発的な取組

ではなく、複数の支援機能・方法・内容・担い手

を融合して展開されていることが明らかとなった。

特に、入学前から初年次、さらには通年の学習支

援へと連続する形で設計されている点が特徴的で

ある。こうした共起の傾向は、学習支援が多面的

な目的をもって実施されていることを示しており、

その構造的な広がりについては次章で考察する。 
 

44..  考考察察  
44..11..  学学習習支支援援のの展展開開構構造造  
 本研究の結果から、初年次教育学会の発表から

見る学習支援実践は、この 17 年間で段階的な拡
張と再編を遂げてきたことが明らかとなった。第

1期（2008〜2013年度）には、「入学前教育」や
「リメディアル教育」といった学力補完的支援が

中心を占め、大学入学後の学習基盤を整える取り

組みが主流であった。この時期の支援は、個々の

学習到達度の差を埋め、大学教育への円滑な移行

を目的とした教員主導型の学力補完的支援として

位置づけられる。学習支援は授業外の補助的活動

が中心的で、制度的整備の初期段階にあったとい

える。 
 第 2期（2014〜2019年度）に入ると、学習支
援の対象・内容・担い手が多様化し、支援の焦点

が「学力の補完」から「学習の継続」「学び方の形

成」へと拡張した。表 3で示したように、「スタデ
ィスキル・アカデミックスキル支援」「ピア・サポ

ート」「成績不振対応・中退予防」などの発表が増

加し、学習支援センターやピア・サポート制度の

整備が進んだ。特にピア・サポートの広がりは、

学生が他者の学びを支援する主体として位置づけ

られる契機となり、支援の担い手が教員から学生

へと拡張した点に特徴がある。この時期には、支

援が個人の学力保証にとどまらず、学習行動や関

係性の支援へと展開し、学習共同体の形成を志向

する構造がみられる。 
 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍を
契機として、学習支援の形態に新たな変化が生じ

た。LMS の活用やオンライン型支援の報告が複
数みられ、学習支援が時間的・空間的制約を超え

て実施されるようになった。この時期の特徴は、

支援の機会保障の機運が高まり、学習環境全体に

埋め込まれるようになった点にある。支援の目的

は、特定の層を対象とした補助から、すべての学

生を支える包括的機能へと拡大した。学習支援が

大学教育の周縁的活動ではなく、学士課程教育を

構成する恒常的要素として定着してきたことがう

かがえる。 
 さらに、カテゴリ間の共起分析（表 4）からは、
学習支援の実践が、複数の支援領域を単に併置す

るのではなく、教育内容と支援方法、担い手を組

み合わせながら融合させて構成されていることが

明らかとなった。たとえば、「入学前教育 × リメ
ディアル教育」は、入学前プログラムの中で学力

補完を行うものであり、高大接続の取組として学

力形成を位置づけている実践である。また、「スタ

ディスキル・アカデミックスキル支援 × ピア・サ
ポート」は、ピア・サポーターがチューター的役

割を担い、学習スキルの涵養を支援する形態を示

している。これらの事例は、学習支援が教育課程

の前後をつなぐだけでなく、支援の担い手や方法

を柔軟に組み合わせることで、多層的な学習支援

環境を形成していることを示している。こうした

融合的支援の広がりは、学習支援が単なる補助的

活動であるといったかつての固定的な枠組みから

離れ、大学教育全体の中で横断的に機能する実践

へと展開していることを示唆する。 
 以上のように、初年次教育学会大会の自由研究

発表における学習支援から、（1）個別に学力補完
を行う「補完的支援」期、（2）協働的な支援が拡
充する「協働的支援」期、（3）支援が包括化し組

織・文化に定着しつつある「包括的支援」期とい

う 3段階の構造的展開を示した。この変化は、学
習支援が制度や学習文化の一部として内在化の段

階に入っていることを示している。 
 ここで述べる「学習文化」とは、学習支援の位

置づけをめぐる組織的認識の変化にとどまらず、

大学における学びの捉え方や大学の教育的責務の

理解のあり方を含む概念として用いている。従来、

大学の学びは授業を通じた知識・技能の獲得が中

心とされ、学習支援は不足を補う補助的取組とし

て位置づけられてきた。しかし第 2期以降、学習
支援の拡充とともに、自律的学習や協働的学習を

重視する学習観が広がり、学びは学習行動や学習

過程全体を通して形成されるものとして捉え直さ

れてきた。こうした学習観の転換を前提として、

第 3期にはオンライン化やLMS活用を背景に、
学習支援が全学生に開かれた恒常的機能として学

習環境に組み込まれ、教学 IRや FDと接続しな
がら教育改善・質保証の一部としても位置づけら

れるようになった。こうした変化は、学習支援が

大学教育の周縁的活動を超え、学士課程教育を支

える制度的・文化的基盤として定着してきたこと

を示している。 
 
44..22..  支支援援目目的的とと支支援援観観のの転転換換  
前節で見たように、学習支援は 2008 年以降、
補完的支援から協働的支援、そして包括的支援へ

と展開してきた。初年次教育における学習支援は、

その目的と理念の両面で段階的な変化を遂げてき

たと言える。この変化は、単に支援の対象や方法

が多様化したというだけでなく、学習支援の根底

にある目的や支援観そのものが変化してきたこと

を示している。発表内容の分析を通じて、支援の

焦点は、（1）学力の補完から、（2）学習行動を協
働的に支援する過程を経て、（3）学習支援の包括
化へと拡張してきたことが確認された。 
 第 1期（2008〜2013年度）の支援は、主とし
て「学力補完」「到達度の平準化」を目的としてい

た。正課外の取組としては、大学入学後の学習定

着を支えるために、基礎学力の再確認やリメディ

アル教育を中心としたプログラムが展開されてい

た。これらの実践は、教員主導で学力差の是正や

初年次段階での学習基盤の形成をめざすものであ

り、正課教育を支える補完的機能としての性格が

強かった。すなわち、当時の学習支援は、授業外

の支援活動として制度的に整備され始めた初期段

階にあり、学習到達度や学習習慣の形成を目的と

する補完的支援が中心であったといえる。 
 第 2期（2014〜2019年度）に入ると、支援の
目的は「学力の補完」から「学習の継続」「学び方

の形成」へと拡張した。また支援の担い手が多様

化し、教員・職員・学生が連携する「協働的支援」

へと発展した。学習支援センターの整備やピア・

サポート制度の定着により、支援の焦点は学習者

自身の行動や自己調整力の育成へと拡張した。支

援の主語も教員から学生へと移り、学生が他者の

学びを支援する主体として位置づけられるように

なった。とりわけピア・サポートの展開は、学生

同士が互いの学びを支え合う仕組みを生み出し、

学習支援を「教員から学生へ」ではなく「学生同

士・組織全体で行う」実践へと変化させた。この

ような協働的支援では、学習支援が単なる知識伝

達ではなく、学びのプロセスそのものを支える営

みへと変化し、学習支援は大学の学習文化を形成

する基盤的機能として定着し始めた。 
 こうした協働的支援の広がりの背景には、政策

的な展開も関係している。1990年代以降、海外の
大学で学習支援環境としてラーニングコモンズの

整備が進み、日本でも 2000 年代後半から設置す
る大学が増加した。科学技術・学術審議会（2010, 
2013）の審議まとめや、中央教育審議会（2012）
の「質的転換答申」においてその必要性が明示さ

れ、2013年度に始まった私立大学等改革総合支援
事業を契機として全国的に設置が拡大した。これ

らの政策的動向は、大学が学習環境を整備し、教

員・職員・学生が協働して学びを支える枠組みを

形成することを後押ししたと考えられる。すなわ

ち、第 2期にみられる協働的支援の展開は、制度
的支援基盤の形成と教育政策の方向性が重なり合

うなかで進展したものである。 
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 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍に
よる教育環境の変化を背景に、学習支援の目的が

さらに拡張した。オンライン化や LMSの活用が
進み、誰もが支援を受けられるようにする機会保

障の観点から学習支援が設計されるようになった。

対面とオンラインを組み合わせた実践が広がるこ

とで、支援が時間的・空間的制約を超えて展開さ

れ、学習支援の包摂性が高まった点に特徴がある。

支援は特定の層を対象とするものではなく、全学

生を対象とする包括的な仕組みへと転換し、大学

教育における公平性と継続性の確保に寄与してい

る。また、教員・職員・学生がそれぞれの立場か

ら支援を担い、相互に学び合う協働的体制がさら

に発展し、学習支援が教学 IR（Institutional 
Research）やFD（Faculty Development）と接
続しながら、大学全体の教育改善サイクルに組み

込まれつつある。 
 このように、学習支援は第1期の「補完的支援」
から、第 2期の「協働的支援」、そして第 3期の
「包括的支援」へと展開してきた。支援の目的は、

「できない学生を支える」から「すべての学生が

よりよく学ぶことを支える」へと変化し、学習支

援は大学教育の中で不可欠な構成要素として制度

的・文化的に定着しつつある。 
 
44..33..  学学習習支支援援のの制制度度化化とと今今後後のの課課題題  
 前節までの分析から、学習支援は「補完的支援」

から「協働的支援」、さらに「包括的支援」へと展

開し、大学教育の中に内在化してきたことが明ら

かとなった。この変化は、学習支援が個別の実践

や授業外活動にとどまらず、大学教育を支える制

度的・文化的基盤として定着しつつあることを示

している。特に近年では、教学 IRや FDとの接
続を通じて、学習支援が教育改善サイクルの一部

として位置づけられるようになっている。加えて、

教学マネジメント指針において、「きめ細かな履修

指導や学修支援」の実施が求められたこと（中央

教育審議会大学分科会、2020）や、中央教育審議
会（2025）の「知の総和」答申で、アカデミック・
アドバイザーの配置が大学教育の新たな課題とし

て明示されたこと、また令和 7年度の私立大学等
改革総合支援事業（タイプ 1）でアカデミック・
アドバイジング体制の整備状況が評価項目に加え

られたことからも、学習支援が教学マネジメント

の中核的要素として制度的に注目されていること

がわかる。すなわち、学習支援は授業改善・学生

支援・教育評価を媒介し、大学全体の教育の質保

証を支える枠組みとして再定位されつつある。 
 こうした制度的展開は、大学教育における学習

支援の「第三のフェーズ」とも言える。初期には、

支援は主に現場の教員や少数の実践者による自主

的な取組として始まり、やがてセンター機能の整

備やピア・サポートの制度化を経て、学内の複数

部署による協働的な体制へと拡張した。そして現

在では、学習支援が各大学の中期計画や教学マネ

ジメント方針の中で明示的に位置づけられ、制度

的枠組みの中で持続的に運用される段階に至って

いる。アカデミック・アドバイザーの導入や支援

職員の専門化は、こうした制度的支援の層を厚く

する動きとして位置づけられる。すなわち、学習

支援は「活動」から「機能」へ、「個別的取組」か

ら「組織的戦略」へと転換しつつある。 
 一方で、学習支援の制度化は、同時にいくつか

の課題も孕んでいる。第一に、支援の対象と目的

が拡大したことにより、支援の成果をどのように

可視化し、大学全体の教育改善に循環させていく

かという評価の課題が生じている（加藤他、2019）。
第二に、学習支援の現場は依然として人的リソー

スや予算面で制約が大きく、制度的に位置づけら

れながらも、運用の継続性が個人の力量や熱意に

依存している場合が多い（木原、2023）。第三に、
学習支援が制度化される過程で、その柔軟性や現

場性が失われるリスクも指摘される。支援の多様

性を維持しつつ、全国的に共有できる枠組みをど

のように設計するかが、学習支援における今後の

課題である。 
 また今後は、学習支援を大学教育の質保証シス

テムの中に統合するだけでなく、学生自身が学び

を主体的に設計し、支援を活用する文化を育むこ

とが求められる。すなわち、学習支援を「提供さ
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 第 3期（2020〜2024年度）には、コロナ禍に
よる教育環境の変化を背景に、学習支援の目的が

さらに拡張した。オンライン化や LMSの活用が
進み、誰もが支援を受けられるようにする機会保

障の観点から学習支援が設計されるようになった。

対面とオンラインを組み合わせた実践が広がるこ

とで、支援が時間的・空間的制約を超えて展開さ

れ、学習支援の包摂性が高まった点に特徴がある。

支援は特定の層を対象とするものではなく、全学

生を対象とする包括的な仕組みへと転換し、大学

教育における公平性と継続性の確保に寄与してい

る。また、教員・職員・学生がそれぞれの立場か

ら支援を担い、相互に学び合う協働的体制がさら

に発展し、学習支援が教学 IR（Institutional 
Research）やFD（Faculty Development）と接
続しながら、大学全体の教育改善サイクルに組み

込まれつつある。 
 このように、学習支援は第1期の「補完的支援」
から、第 2期の「協働的支援」、そして第 3期の
「包括的支援」へと展開してきた。支援の目的は、

「できない学生を支える」から「すべての学生が

よりよく学ぶことを支える」へと変化し、学習支

援は大学教育の中で不可欠な構成要素として制度

的・文化的に定着しつつある。 
 
44..33..  学学習習支支援援のの制制度度化化とと今今後後のの課課題題  
 前節までの分析から、学習支援は「補完的支援」

から「協働的支援」、さらに「包括的支援」へと展

開し、大学教育の中に内在化してきたことが明ら

かとなった。この変化は、学習支援が個別の実践

や授業外活動にとどまらず、大学教育を支える制

度的・文化的基盤として定着しつつあることを示

している。特に近年では、教学 IRや FDとの接
続を通じて、学習支援が教育改善サイクルの一部

として位置づけられるようになっている。加えて、

教学マネジメント指針において、「きめ細かな履修

指導や学修支援」の実施が求められたこと（中央

教育審議会大学分科会、2020）や、中央教育審議
会（2025）の「知の総和」答申で、アカデミック・
アドバイザーの配置が大学教育の新たな課題とし

て明示されたこと、また令和 7年度の私立大学等
改革総合支援事業（タイプ 1）でアカデミック・
アドバイジング体制の整備状況が評価項目に加え

られたことからも、学習支援が教学マネジメント

の中核的要素として制度的に注目されていること

がわかる。すなわち、学習支援は授業改善・学生

支援・教育評価を媒介し、大学全体の教育の質保

証を支える枠組みとして再定位されつつある。 
 こうした制度的展開は、大学教育における学習

支援の「第三のフェーズ」とも言える。初期には、

支援は主に現場の教員や少数の実践者による自主

的な取組として始まり、やがてセンター機能の整

備やピア・サポートの制度化を経て、学内の複数

部署による協働的な体制へと拡張した。そして現

在では、学習支援が各大学の中期計画や教学マネ

ジメント方針の中で明示的に位置づけられ、制度

的枠組みの中で持続的に運用される段階に至って

いる。アカデミック・アドバイザーの導入や支援

職員の専門化は、こうした制度的支援の層を厚く

する動きとして位置づけられる。すなわち、学習

支援は「活動」から「機能」へ、「個別的取組」か

ら「組織的戦略」へと転換しつつある。 
 一方で、学習支援の制度化は、同時にいくつか

の課題も孕んでいる。第一に、支援の対象と目的

が拡大したことにより、支援の成果をどのように

可視化し、大学全体の教育改善に循環させていく

かという評価の課題が生じている（加藤他、2019）。
第二に、学習支援の現場は依然として人的リソー

スや予算面で制約が大きく、制度的に位置づけら

れながらも、運用の継続性が個人の力量や熱意に

依存している場合が多い（木原、2023）。第三に、
学習支援が制度化される過程で、その柔軟性や現

場性が失われるリスクも指摘される。支援の多様

性を維持しつつ、全国的に共有できる枠組みをど

のように設計するかが、学習支援における今後の

課題である。 
 また今後は、学習支援を大学教育の質保証シス

テムの中に統合するだけでなく、学生自身が学び

を主体的に設計し、支援を活用する文化を育むこ

とが求められる。すなわち、学習支援を「提供さ

れるもの」から「共に構築するもの」へと転換し、

教員・職員・学生の協働による持続的な学習コミ

ュニティを形成することが重要である。そのため

には、学習支援の実践を大学の教育理念やディプ

ロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーと連動

させ、支援の目的と学修成果を往還的に検証する

仕組みが必要となる。 
 以上を踏まえると、学習支援は現在、個別支援

から制度的機能、そして文化的基盤へと深化して

いく段階にある。学習支援を大学の教育文化とし

て持続的に発展させるためには、実践と制度を架

橋する枠組みの構築が鍵となると考えられる。 
 
55..  結結論論  
 本研究では、2008年度から 2024年度までの初
年次教育学会大会における自由研究発表を分析し、

大学における正課外の学習支援実践の展開構造を

明らかにした。その結果、学習支援は「補完的支

援」「協働的支援」「包括的支援」という 3段階の
変遷を経て、大学教育の中に制度的・文化的に定

着し、内在化されてきたことが確認された。初期

には、入学前教育やリメディアル教育など、学力

補完を中心とする取組が主流であったが、2010年
代中盤以降には、学習支援センターやピア・サポ

ートなど、学生・教員・職員が協働する支援へと

展開した。さらに近年では、オンライン化やLMS
活用を通じて学習支援の機会保障が進むとともに、

学習そのものを多面的・連続的に捉え、学生の自

律的学びを支える包括的支援へと発展しているこ

とが示された。 
 また、学習支援の拡張は、単に活動の多様化に

とどまらず、大学教育における支援観の転換を促

してきた。すなわち、「できない学生を救う補助的

取組」から、「すべての学生がよりよく学ぶことを

支える基盤的機能」へと再定義され、学習支援は

大学教育を支える制度的要素へと位置づけ直され

ている。特に、教学 IRやFD、アカデミック・ア
ドバイジング体制との連動を通じて、学習支援は

教育改善サイクルの一環として組み込まれつつあ

る。このことは、学習支援が教育実践の周縁的活

動ではなく、教育の質保証を担う中核的機能とし

て定着しつつあることを示唆している。 
 一方で、本研究にはいくつかの限界がある。本

研究は大会発表要旨に基づく二次分析であり、発

表内容の深度や文脈を越えた分析には限界がある。

また、対象を正課外学習支援に限定したため、授

業内での学習支援やカリキュラム上の支援との関

係性については今後の課題として残される。さら

に、分析の過程で「その他」に分類される発表が

一定数みられたことから、既存の分類枠では捉え

きれない新しい支援形態が生じている可能性があ

る。加えて、「スタディスキル」と「アカデミック

スキル」を同一カテゴリとして扱った点について

も、より精緻な分類による再検討が求められる。

今後は、分類枠組みの妥当性を検証しつつ、正課・

正課外を通じた支援の連続性や、政策的展開、関

連学会での研究動向との相互作用などを含めて総

合的に検討する必要がある。 
 以上より、学習支援は、知識や技能の補完から、

学習行動や学び方を支える協働的支援を経て、学

習を全体として捉え、教職学が連携して学生の成

長を支える包括的支援へと発展してきたことが明

らかとなった。本研究の成果は、大学における学

習支援の実践を俯瞰的に整理し、その質的転換の

過程を明示した点に意義がある。今後は、学習支

援を大学教育の持続的発展を支える「文化的基盤」

として捉え直し、実践・制度・文化を往還的に結

ぶ枠組みの構築が求められる。 
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